予算要求資料
平成26年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：観光費　目：観光開発費
	事業名　岐阜県観光連盟補助金


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　商工労働部　観光課　国内誘客係　電話番号：058-272-1111（内3079）

　　　　　　　E-mail： c11334@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　　68,433千円（前年度予算額：72,329千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	72,329
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	72,329

	要求額
	68,433
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	68,433

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
県内最大の民間観光団体である（一社）岐阜県観光連盟の事業推進体制の強化及び、同連盟が実施する観光商品販売促進事業等に対し支援を行い、岐阜県の観光消費額のさらなる増大を図る。
（２）事業内容

①観光商品販売促進事業（インターネットを活用した旅行商品の販売促進、商談会の開催、メディア・旅行会社等の招聘及び雑誌掲載などによる旅行商品の造成促進、海外プロモーションの実施、名古屋センター等での販促活動の実施）

　　②観光連盟運営事業（常勤職員の人件費、事務所管理費など）
（３）県負担・補助率の考え方

①観光商品販売促進事業(19,000)　補助率10/10

②人件費補助(41,998)　補助率10/10　（常勤職員等人件費）
③運営費補助(7,435)　 補助率1/2以内（事務所使用料等）

（４）類似事業の有無　　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	人件費
	
	

	旅費
	
	

	需用費
	
	

	役務費
	
	

	委託料
	
	

	工事請負費
	
	

	補助金
	68,433
	観光商品販売促進事業、観光連盟運営事業（常勤職員の人件費、事務所管理費など）

	その他
	
	

	合計
	68,433
	


	　決定額の考え方　




事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成23年度から、唯一の県内全域を範囲とする観光事業団体として方向性、組織を全面的に見直し、活動の軸足をこれまでの情報発信から観光商品を売ることに転換、

「キャンペーンで売る」「「インターネットで売る」「「海外で売る」「名古屋で売る」「会員支援」という5つの柱により、観光商品をオール岐阜県で販売を促進する。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	観光消費額


	－億円
（H  ）
	2,372億円
（H23）
	2,460億円
（H24）
	2,460億円
（H24）
	3,000億円
（H29）
	82.0％


	観光入込客数


	－万人

（H  ）
	3,589万人

（H23）
	3,619万人

（H24）
	3,619万人

（H24）
	4,500万人

（H29）
	80.4％

	宿泊客数

（延べ人数）
	－万人

（H  ）
	  558万人

（H23）
	  583万人

（H24）
	  583万人

（H24）
	 600万人

（H29）
	97.2％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
・富山県との連携にＮＥＸＣＯ中日本の定額乗り放題プランを組み合わせた「清流の国ぎふとキトキト富山ぐるっと旅キャンペーン」の実施

・ＪＲ東海との共同キャンペーンの実施

・バス事業者との連携による「中山道ぎふ歩き旅」バスツアーの実施

・旅行会社、メディアを対象とした東京商談会の実施

・国内旅行会社招へい事業の実施

・東南アジアにおける販売促進事業の実施

・観光物産展の実施

・インターネットによる販売促進


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
・富山県との連携にNEXCO中日本の定額乗り放題プランを組み合わせた「清流の国ぎふとキトキト富山ぐるっと旅キャンペーン」の実施
（7/1～9/30）NEXCO周遊プラン利用実績2,702件
・ＪＲ東海との共同キャンペーンの実施

○「新緑・清流キャンペーンぐるっと『上高地』スペシャル」

（3/25～7/30）利用者数2,600人
○「新緑・清流キャンペーンぐるっと下呂＆馬籠宿」（5/7～7/12）

利用者数1,420人
○中山道トレイン＆明知鉄道の旅（10/12～11/4）

・バス事業者との連携による「中山道ぎふ歩き旅」バスツアーの実施
（10/14、11/2）

・旅行会社、メディアを対象とした東京商談会の実施
（9/12、東京国際フォーラム）
旅行会社、メディア、岐阜県側計89人参加
・国内旅行会社招へい事業の実施
（7/4～7/5）東濃地域、（10/1～10/2）岐阜、西濃地域
・東南アジアにおける販売促進事業の実施

　○デルタ航空と連携しフィリピン旅行フェアへの出展（7/12～7/14）
　○フィリピン、インドネシアの現地旅行会社訪問、現地セールス（8/28）

ホテル会員5社、県観光課参加

○ASEAN諸国からの誘客促進セミナー（8/28）

　　行政、旅館・ホテル関係者約60人参加

・観光物産展の実施

　金山観光物産展（5/17～5/18）、ぎふ清流ハーフマラソン（5/18～5/19）、ふるさと県人会まつり（9/7～9/8）

・インターネットによる販売促進
  ○県観光連盟HP「ぎふの旅ガイド」にて、連盟実施のキャンペーン特集ページ、岐阜県の実施する観光キャンペーン「清流の国ぎふ」めぐる旅キャンペーン特集ページの掲示

　　○フェイスブックを利用した観光PRページの運用（7/1開始）


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	　より具体的な観光商品の販売に特化した事業を実施しており、県が行う魅力の発信と連動することにより需要の喚起、観光入込客数の増、観光消費額の増加が期待できるため、事業の必要性は高い。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	消費単価の高い宿泊客の減少とともに、観光消費額は緩やかに減少している中、会員を束ね、ＮＥＸＣＯ中日本やＪＲ東海と連携したキャンペーンを実施するなど、効果も見られる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	　県との役割分担の下、旅行会社や会員観光関連企業から職員を派遣、旅行商品を販売する体制を整え、県とも連携しながら事業を実施している。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
北陸新幹線開業による、主に飛騨地域への誘客。本県の観光客に占める割合が高い中京圏（愛知県、岐阜県、三重県、静岡県）からの来県頻度の向上。関西圏からの誘客。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　県との役割分担の下、観光商品を売ることに特化した事業を行っており、観光消費額を増やすためには不可欠である。今後は、中京圏をはじめ、首都圏・関西圏をターゲットとして、魅力ある旅行商品の造成による誘客を推進する。また、北陸新幹線の開業を見据え、周遊型観光地づくりの提案、二次交通の確保、ツアー造成を地域と連携し実施していく。


